
様式１
参加申込書
　大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務のプロポーザルについて、参加したいので、下記の書類を添えて申し込みます。
記
１　研修全体に対する基本的考え方
２　研修カリキュラム案及び講師案（平成20年度実施のセンター研修等について）
３　研修効果を測定する方法についての案

４　研修内容評価及び業務報告等についての案

５　研修実施に対する支援方法についての案

６　研修センター運営体制についての案
７　研修カリキュラム案及び講師案（新規提案の研修）
８　法人概要
９　その他業務に際して必要な事項
10　費用見積書
11　定款
12　法人登記簿謄本
13　貸借対照表、損益計算書及び事業報告書等
14 現年度の事業計画書、予算書
15 障害者雇用状況報告書の写し

16 障害者雇入計画書

17 連合体協定書

平成　　年　　月　　日

大阪府知事　齊藤　房江　様

（法人又は連合体の代表法人）住　所

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　業者番号

（連絡担当者）所　属






　　　職氏名






　　　電　話





　　　ＦＡＸ
E-mail
· 連合体の場合は、構成法人を以下の欄に記載してください。
連合体名　　　　　　　　　　　　　　　　
	№
	法人名称
	所在地
	業種

	１
	（代表法人）

（業者番号　　　　　）
	
	

	２
	（業者番号　　　　　）
	
	

	３
	（業者番号　　　　　）
	
	

	４
	（業者番号　　　　　）
	
	

	５
	（業者番号　　　　　）
	
	







　　　
様式２

研修全体に対する基本的考え方
１　法人・連合体　名

　　　　　　　　　　　　　
２　基本的考え方
様式３
研修カリキュラム案及び講師案

１　研修科目　　

№　　　　　　　　　　　　　　研修
２　法人・連合体　名

　　　　　　　　　　　　　
３　重点取組事項
　（「研修のねらい」を達成するために重点的に取り組む事項）
４　カリキュラム　人数　　人、実施時間　　時間、実施日数　　日、実施回数　　回
	日　程
	内　　容
	手　　法

	１日目

午前


	
	

	１日目

午後


	
	

	２日目

午前


	
	

	２日目

午後


	
	


５　講師

　（１）第１候補
　　　①職・氏名
　　　②簡単な経歴
　　　③過去３年間（Ｈ16～Ｈ18）の主な研修実績
　　　④専門分野

　（２）第２候補

　　　　

　（３）第３候補

　　　　
６　カリキュラム変更案　※


様式４
研修効果を測定する方法についての案

１　法人・連合体　名

　　　　　　　　　　　　　
２　内容
（１）受講後アンケート（当日回収）
　　①様式
　　　

　　②その他特記事項※
　　　
（２）その他研修効果を測定する方法等　※
　　①名称
　　　ア　ねらい

　　　イ　具体的な方法

　　　ウ　様式

　　　　　

　　②名称

　　　

　　③名称

　　　
（３）府職員の研修参加意欲を高め、意欲を最大限に引き出す方法　※
　　　


様式５
研修内容評価及び業務報告等についての案

１　法人・連合体　名

　　　　　　　　　　　　　
２　内容

（１）研修業務に関する評価

①研修内容評価書
　　　ア　研修内容評価書の様式及び記載例
　　　　
　　　イ　その他特記事項　※
　　　　
②研修実施報告書
　　　ア　研修実施報告書の様式及び記載例
　　　　
　　　イ　その他特記事項　※
　　　
③その他研修内容を評価する方法等　※
　　　ア　名称

　　　（ア）ねらい

　　　（イ）具体的な方法

　　　（ウ）様式

　　　　　

　　　イ　名称

　　　　　

（２）業務報告書
　　①業務報告書の様式及び記載例
　　　

　　②その他特記事項　※
　　　


様式６
研修実施に対する支援方法についての案

１　法人・連合体　名



２　支援の方針

３　具体的な支援方法

　【相談例】○○部から、部内の管理監督者を対象にＯＪＴ研修を実施したいが、どのようにしたら良いかという相談があった。

（１）支援方法

（２）支援方法
　　　

４　その他職員研修支援業務に関する自由提案　※
（１）名称

　　①　ねらい

　　②　具体的な方法

　　③　様式

　　　　

（２）名称
　　　



様式７
研修センターの運営体制についての案

１　法人・連合体　名


２　運営の方針

３　常駐スタッフ
（１）統括責任者
　　①第１候補

　　　ア　職・氏名

　　　イ　簡単な経歴

②第２候補

　　　

（２）研修コーディネーター
①第１候補
　　　ア　職・氏名

　　　イ　簡単な経歴及び研修業務従事経験
　　　ウ　得意とする分野

②第２候補

　　　

（３）その他の常駐スタッフ
　　①職・氏名、雇用形態
　　②職・氏名　雇用形態
４　研修評価スタッフ

（１）第１候補

　　①職・氏名

　　②簡単な経歴及び研修業務従事経験
（２）第２候補

　　　

５　バックアップ体制

６　効率的な運営に関する提案　※


様式８
研修カリキュラム案及び講師案（新規提案の研修）
１　研修科目　　

　　　　　　　　　　　研修
２　法人・連合体　名

　　　　　　　　　　　　　
３　研修のねらい


　　　　　　　　　　　　　
４　重点取組事項

　（「研修のねらい」を達成するために重点的に取り組む事項）

５　対象者・カリキュラム等
　　対象者　　　　　　　　　　　　　　　　　　対象人数　　　　人　実施回数　　回
	日　程
	内　　容
	手　　法

	１日目

午前


	
	

	１日目

午後


	
	

	２日目

午前


	
	

	２日目

午後


	
	


６　講師

　（１）第１候補

　　　①職・氏名

　　　②簡単な経歴

　　　③過去３年間（Ｈ16～Ｈ18）の主な研修実績

　　　④専門分野

（２）第２候補

　　　　

　（３）第３候補　　　
様式９
法人概要
１　法人・連合体　名



２　法人概要

	法人名
	

	団体の種別
	１　企業（株式・有限・ほか）　　２　財団法人

３　社団法人　　４　その他（　　　　　　　　　　）

	法人の設立年月日
	年　　　月　　　日　設立

	社員数
	名（平成　　年　　月　　日現在）

	資本金等
	円（平成　　年　　月　　日現在）

	主な事業、活動の内容
	

	研修業務又は類似業務の履行状況、実績等

または

研修業務を遂行する能力に関する事項（事業者の規模、体制等）
	


様式10－１
その他業務に際して必要な事項（府施策との整合）
１　法人・連合体　名

　　　　　　　　　　　　　
２　個人情報をはじめとしたコンプライアンス体制の整備

　（１）個人情報保護に対する取組等
　（２）（１）以外のコンプライアンスに関する取組

３　人権研修の取組

４　府が推進する施策等に関する事業者の自主的な取組
様式10－２

その他業務に際して必要な事項（行政の福祉化）
５　就職困難層への雇用・就労支援
　（１）各種就労支援事業を活用した雇用人数
	就労支援事業名
	雇用実績者数（雇用予定者数）

	地域就労支援センター
	　　　　　　名（　　　　　名）

	障害者就業・生活支援（準備）センター
	

	母子家庭等就業・自立支援センター
	

	ホームレス自立支援センター
	

	おおさか人材雇用開発人権センター

（Ｃ－ＳＴＥＰ）への加入
	加入の有無　（　有　・　無　）


６　障害者雇用率

　　　　　　　％（社名　　　　　　　；平成19年11月　日現在）
　　　　　　　％（社名　　　　　　　；平成19年11月　日現在）
　　　　　　　％（社名　　　　　　　；平成19年11月　日現在）
　　　　　　　％（社名　　　　　　　；平成19年11月　日現在）
　　　　　　　％（社名　　　　　　　；平成19年11月　日現在）
様式11
障害者雇入計画書

１　法人　名
　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
２　障害者雇入計画
	１　障害者の雇用計画人数
	人



	２　雇用計画の期間
	雇用予定時期
	人数

	
	　　　　年　　　月
	人　　

	
	　　　　年　　　月
	人　　

	
	　　　　年　　　月
	人　　

	３　就業予定場所等
	就業予定場所
	職種名
	人数

	
	
	
	人　　

	
	
	
	人　　

	
	
	
	人　　

	
	
	
	人　　

	
	
	
	人　　

	４　計画を実現するための具体的な取組

（求人方法、採用計画など達成の根拠を具体的に記載してください。）
	


上記のとおり障害者の雇入計画については、確実に実施することとし、雇用後は速やかに報告します。

大阪府知事　様

住　所

名　称

代表者　　　　　　　　　　　　　印
様式12
「大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務」プロポーザル

連合体協定書

（目的）

第１条　当連合体は、大阪府の発注する大阪府職員研修の実施に関する業務及びその関連業務に係る業務委託を共同連帯して受託することを目的とする。

（名称）

第２条　当連合体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と称する。

（事務所の所在地）

第３条　当連合体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　当連合体は、平成１９年　　月　　日に成立し、業務の委託契約が修了した日から６ヶ月以内で大阪府が指定する日までは解散することができない。

２　前項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。

３　当連合体が発注者との間で本業務について契約できなかった場合には、当連合体は第１項の規定に関わらず、発注者である大阪府が本業務について契約を締結した日に解散する。

（構成員の名称）

第５条　当連合体の構成員は、次のとおりとする。

　１　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　２　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　３　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　４　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　５　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者の名称）

第６条　当連合体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。

（代表者の権限）

第７条　当連合体の代表者は、本業務の受託に関し、当企業連合を代表して、次の権限を有するものとする。

（1） 発注者及び監督官庁等と折衝する権限

（2） 代表者の名義をもって見積、プロポーザルへの提案、契約の締結及び委託代金（概算払金及び部分払金を含む。）の請求ならびに受領に関する権限。

（3） 委託代金の受領に関する復代理人の選任についての権限。

（4） 当連合体に属する財産を管理する権限。

（5） その他本業務に関して必要となる一切の事項を執行する権限。

（業務分担）

第８条　各構成員の業務の分担は、別に定めるところによるものとする。

２　前項に規定する業務の分担については、運営委員会で定める。

（運営委員会）

第９条　当連合体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本業務の遂行にあたるものとする。

（構成員の責任）

第10条　構成員は、それぞれの分担業務の進捗を図り、受託契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。

（構成員の必要経費の分配）

第11条　構成員はその分担業務の実施のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。

（共通費用の分担）

第12条　本業務の業務実施中に発生した共通の経費等については、業務の分担額の割合により毎月１回運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。

（構成員の相互間の責任の分担）

第13条　構成員がその分担業務に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。

２　構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協議するものとする。

３　前２項に規定する責任について協議が調わない時は、運営委員会の決定に従うものとする。

４　前３項の規定は、いかなる意味においても第10条に規定する当連合体の責任を免れるものではない。

（権利義務の譲渡の制限）

第14条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認が無ければ、本協定書に基づく権利義務は第三者に譲渡することはできない。

（受託途中における構成員の脱退に対する措置）

第15条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認が無ければ、当連合体が本業務を完成する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち受託途中において前項の規定により脱退した者がある場合は、発注者の指示に従い本業務を完成する。

（受託途中における構成員の破産又は解散に対する処置）

第16条　構成員のうちいずれかが受託途中において破産又は解散した場合は、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完成するものとする。

２　前項の場合においては、第13条第２項及び第３項の規定を準用する。

（解散後の瑕疵担保責任）

第17条　当連合体が解散した後においても、本業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

（協定書に定めの無い事項）

第18条　この協定書に定めの無い事項については、運営委員会において定めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　者は、上記のとおり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連合体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。

平成　　年　　月　　日

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者印

様式13
質　問　票

	法人・連合体名
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	e-mail
	


	質　問　内　容

	















































































































































































































































※は任意記載事項です。




















※は任意記載事項です。





※は任意記載事項です。





※は任意記載事項です。





※は任意記載事項です。





受付番号
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